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要　旨

【目的】	 地域包括ケア病棟における入院患者において，生活機能の改善が高い患者と低い患者におい
て，患者の転帰先に影響を与える要因と担当理学療法士・作業療法士が行った対応方法に関
して質的研究法を用いて調査すること．

【対象】	対象は2017年６月～ 2018年１月に，在宅から入院し当院の地域包括ケア病棟から退院し
た患者409名のうち除外基準を満たした202名とした．

【方法】	 病院環境におけるFIM運動項目（以下，mFIM）からFIM effectiveness（以下，emFIM）を
算出した．全群におけるemFIMの中央値より高い者を生活機能改善率が高い，中央値より
低い者を生活機能改善率が低いと定義した．退院先が自宅でありemFIMが低いもの（以下，
自宅低 emFIM群）と，退院先が施設でありemFIMが高いもの（以下，施設高 emFIM群）
を調査対象とした．転帰先の決定に重要であった要因と対応方法について担当セラピストよ
り聴取し，分類した．

【結果】	自宅低 emFIM群は 67名であった．67名の転帰先に関する特徴は３種類に分類できた．①
病院環境では emFIMが不十分だが自宅生活が可能な者，②手すりや歩行補助具など物的環
境調整によって emFIMが十分となった者，③物的環境を調整してもemFIMが不十分である
が本人や家族の強い希望により自宅に退院した者であった．施設群高emFIM群２名であった．
２名のうち１名は家族関係が不仲，１名は入院前生活以上の介護負担を負えないと家族が判
断した．

【考察】	自宅低emFIM群67名のうち，約９割は適切な物的環境で課題となる動作の評価が重要であっ
た．物的環境，人的環境のいずれにおいても，早期から医療者と当事者の認識の誤差を埋め
るような関わり方が重要だと思われる．
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【緒言】

　地域包括ケア病棟は，①急性期からの受け入れ
②在宅・生活復帰支援③介護施設や在宅からの緊
急時の受け入れの３つの機能を有している．診療
報酬調査専門組織の「入院医療等の調査・評価分
科会」の報告 1）によれば，地域包括ケア病棟の
入棟患者のうち，院内の他病棟から転棟した患者
の占める割合が 90％を超える医療機関が全体の
４割５分を占める．また，自宅ではなく一般病棟
等から地域包括ケア病棟へ転棟する場合，リハビ
リテーション（以下，リハ）の必要性が主な入院
継続の理由となっており，診断名は骨折が最も多
く，次いで肺炎となっている．施設基準が地域包
括ケア病棟１または２の場合，入院期間は最大
60 日で在宅復帰率が 70％を求められるため，回
復期リハ病棟と比較して短い期間で在宅復帰を支
援しなければならず，早期から患者の在宅復帰を
見据えた介入が重要となる．また，厚生労働省に
おける医療・介護資源等に関する地域差データの
報告 2）によれば，医療資源は地域差が存在して
いるため，転帰先に影響する要因については地域
間で異なることが考えられる．そのため地域ごと
におけるデータの蓄積が不可欠となる．
　島崎ら 2）は，地域包括ケア病棟へ転棟する前
に FIM 運動項目（以下 ,mFIM）が 58．5 点以下
の骨折患者では，地域包括ケア病棟からの自宅退
院が困難になる可能性が高いことを報告してい
る．しかし，この報告ではカットオフ値に満たな
い者に対する関わりの特徴は明らかにされてお
らず，徳永ら 3）は，「FIM 利得」（退院時 FIM －
入院時 FIM）の平均値が最も大きいのは中等度
介助の患者であり，改善の乏しい患者が含まれ
る「入院時 FIM が低い患者」と天井効果の影響
がある「入院時 FIM が高い患者」の FIM 利得は
小さく，患者の重症度分布（重症度ごとの患者割
合）が病院間や地域間で異なれば，平均 FIM 利
得を比較することができないとしている．そのた
めリハアウトカム研究において，入院時 FIM が
高い患者における FIM 利得の反応の低さを補正
する手法であり，FIM 総得点から入院時 FIM を
差し引いた値で FIM 利得を除すことにより，改
善の可能性に対する割合を求めることができる
FIMeffectiveness4）や，FIM 利得を入院日数で除
すことにより単位時間あたりの変化度を表すこと
ができる FIM 効率 4）を使用することの必要性が
示唆されている．
　当院の地域包括ケア病棟では，患者の転帰先や

治療計画立案についてカンファレンスを実施して
いる．その中で，FIM effectivenesss が低くとも
自宅復帰が可能となる症例や，FIM effectiveness
が高くとも自宅復帰が困難な症例といった生活機
能の改善度と転帰先に関係がないと思われる事例
を経験する．また，カンファレンスではスタッフ
間の知識を共有しながら対応しているものの，思
考過程が可視化されておらず，対応方法にバラつ
きがある．
　そこで本研究は，当院地域包括ケア病棟におけ
る，FIM effectiveness を指標として，その値が
著しく低値でも自宅退院となった患者に対する
セラピストの対応方法を整理するとともに，FIM 
effectiveness が高いにも関わらず施設退院となっ
た患者の背景について調査することを目的とし
た．

【対象】

　2017 年６月～ 2018 年１月に，自宅から当院
一般病棟に入院し地域包括ケア病棟から退院し
た患者のうち，転入時の mFIM が満点，疾患区
分が悪性腫瘍，死亡者，転帰先が転院，データ
欠損者を除く 202 名について，病院環境におけ
る mFIM を 測 定 し，FIM effectiveness（ 以 下，
emFIM）とその中央値を算出した．emFIM が中
央値より高い者を高 emFIM，中央値より低い者
を低 emFIM と定義した（図１）．退院先が自宅
であり低 emFIM のもの（以下，自宅低 emFIM 群）
と，退院先が施設であり高 emFIM のもの（以下，
施設高 emFIM 群）を調査対象とした．emFIM
の中央値は 61.4%，自宅退院者は 178 名，施設退
院者は 26 名であった．自宅低 emFIM 群は 67 名，
施設高 emFIM 群は２名であった（表１）．

【方法】

　調査の事前準備として，10 年目の理学療法士
が中心となり，理学療法士８名（経験年数：12，
10，６，５，５，３，２，１），作業療法士５名（経
験年数：18，11，４，２，２）とともに，「自宅低
emFIM 群と，施設高 emFIM 群における転帰先
の決定について，どのような要因が考えられるの
か？」についてグループ討議を行った．得られた
意見をブレインストーミング法にて分析し，①病
院環境では emFIM が不十分だが自宅生活が可能
であった者，②手すりや歩行補助具など物的環境
調整によって emFIM が十分となった者，③物的
環境を調整しても emFIM が不十分であるが本人
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や家族の強い希望により自宅に退院した者，④本
人の能力の如何に関わらず転帰先が施設となった
者の４つの分類を抽出した．その後，グループ討
議を行った療法士を対象に，担当した症例が前述
の①から④のいずれに分類されるか，また④の場
合はその理由について，対応策も含めて構造化面
接を行った．

【倫理的配慮】

　本研究で用いたデータの管理は，当院における
個人情報保護規定に基づいて行った．また，匿名
化の作業を行い，個人情報の取り扱いに十分留意
して検討を行った．
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表１ 対象者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１　対象者の属性
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図１ 対象者フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１　対象者フロー
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【結果】

　自宅低 emFIM 群の 67 名の転帰先に関する特
徴は①病院環境では emFIM が不十分だが自宅生
活が可能な者が 42 名，②手すりや歩行補助具な
ど物的環境調整によって emFIM が十分となった
者が 19 名，③物的環境を調整しても emFIM が
不十分であるが本人や家族の強い希望により自宅
に退院した者が６名であった．施設高 emFIM 群
２名は④であった．２名のうち１名は家族関係が
不仲であり投薬管理について介助が得られないと
いう理由，１名は同居家族がこれ以上の介護負担
は負えないという理由が聴取された．（表２）

【考察】

　施設基準が地域包括ケア病棟１または２の場
合，60 日という回復期リハ病棟と比較して短い入
院期間の中で，在宅復帰率 70% という条件をク
リアする必要がある．そのため地域包括ケア病棟
においては，入棟早期より転帰先を見据えたリハ
サービスの提供が求められている．そこで本研究
では，mFIM の改善が乏しいが自宅退院となった
者と，mFIM の改善が良好であったが施設退院と
なった者を対象に，転帰先に影響を及ぼすと考え
られる要因と担当セラピストの対応方法について
調査した．また本研究の対象者は運動器疾患が最
も多く，次いで肺炎を含む内部障害であり，本邦
の地域包括ケア病棟における疾患の傾向 1）と類似
しているため一般化可能性が高いと思われる．

　本研究の結果から，自宅退院となった 67 名の
約９割は適切な物的環境で課題となる動作を評
価する事の重要性が明らかとなった．結果の①
で示された，病院環境での mFIM と自宅環境で
の mFIM とに誤差が生じている事例については，
家族や主介護者による動作確認を病院あるいは自
宅で行う必要があった．より早期の退院が可能な
者が含まれていた可能性もあった．②で示され
た，手すりや歩行補助具などの物的環境の調整に
よって mFIM の改善が十分となる事例では，環
境調整の計画を事前に検討し動作練習を重ねた上
で家屋調査を行うことが必要であった．②の対応
を行っても安全な自宅生活ができないと判断され
た症例は③に分類された．③で示された，医療者
側からは自宅退院が勧められないが本人や家族の
意向で自宅退院となった事例や，④で示された，
本人の能力の如何に関わらず転帰先が施設となっ
た事例が少数であるが確認された．奥野 8）は介
護老人保健施設在所者において，在所者の家庭復
帰の意向と家族の受け入れ意向とが一致した割合
は 34.6% であり，在所者と家族の家庭復帰の意向
にも差がみられたと報告している．このことから，
患者本人や家族が自宅復帰に対してどのような価
値判断を下しているかを理解するため，回診やカ
ンファレンス，医療ソーシャルワーカーによる面
談等の手段によって，医療従事者と患者・家族と
のコミュニケーションをはかる必要があったと思
われる．
　対象に運動器疾患を含む先行研究において，自

表２　要因の内訳と対応策
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宅退院に影響を与える mFIM の因子としては，
トイレ動作，トイレ移乗，階段，移動様式，移乗
能力，歩行能力，排泄障害の有無が報告されてい
る 6），7）．しかし本研究結果から，入院環境におけ
る ADL 能力を把握するだけでは，自宅復帰に向
けて不十分であることが示された．そのため，物
的環境，人的環境のいずれにおいても医療者と当
事者の認識の誤差を埋めるような関わりが重要だ
と思われる．
　本研究では，生活機能の改善が低くとも自宅に
退院できた，そして生活機能の改善が高くとも施
設退院となった症例に関する要因と対応策をまと
めることにより，臨床現場で苦慮する場面に対し
て一定の根拠を示すことができた．
　本研究の限界点として，以下の点が考えられる．
①家族の介護負担感に関する調査をしていないた
め転帰先決定の妥当性が判断できていない．②聴
取の方法が構造化面接であったため，面接者バ
イアスの影響が少なからず生じている．③ FIM 
effectiveness は入院時の FIM が低い場合は補正
できていないため，入院時の FIM が低い症例を
十分反映できていない可能性があることが挙げら
れる．
　今後は，家族における介護負担感や認知機能，
介護力に関する情報等を収集する必要がある．ま
た入院時 FIM にて層別化するなどにより，より
詳細な分析が必要と考えられる．今回は自宅から
入院した患者を対象としたが，今後は施設から入
院した患者も対象とし，望ましい転帰に向けて有
効な手法を明らかにしていきたい．
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